
事務 ト

費

0

正規職員以外 0 0 0

○

0 97 97 976 0 9

管

76 0

小計 7,803

理

7,724 9,619

経

9,619 9,521

費

9,521 10,40

[

0 0 10,400 0

国

長

庫支出金 0 0 0 0 0 0

期

0 0 0 0

県支出金 0 0

総

0 0 0 0 0 0 0 0

市　

合

　債 0 0 0 0 0 0 0 0

計

0 0

そ の 他 0 0 0

画

0 0 0 0 0 0 0

一般財

]

源（税等） 730 65

そ

8 630 594 630

の

630 630 0 630

他

0

所要人数 正規職員 0

分

.98 0.97 1.2

野

4 1.24 1.26 1

別

.26 1.26 0.0

目

0 1.26 0.00

（

標

人） 正規職員以外 0.

３

00 0.00 0.00

子

0.00 0.05 0.

供

05 0.43 0.00

た

0.43 0.00

主な

ち

予算内訳
報償金　６０

が

０千円　傷害保険料　

い

３０千円

きいき

３　目標及び実績
指

と

標名 単位 令和02年度

育

令和03年度 令和04

つ

年度 令和05年度 令和

ま

06年度

活
動
指
標

非常

ち

勤講師配置人数（延数

事

）
人

目標値 100 10

業

0 100 100 100

区

実績値 110 78 68

分

達成度(%) 110%

(

78% 68% % %

目標

2

値

実績値

達成度(%)

)

成
果
指
標

非常勤講師配

自

置時間
時間

目標値 35

治

0 300 300 300

事

300

実績値 314 2

務

80 300

達成度(%

○

) 89.7% 93.3

法

% 100% % %

目標値

定

実績値

達成度(%)

受託事務

その他

政　策 ２
社会を生き抜く子供たちの学力の育成 会計 一般会計

款 教育費

施　策 １
確かな学力を育

事

む教育の推進 会計・ 項 教育総務費

予算区分 目 教育振興費

取組方針 １
教育課程の充実と学力の向上 大事業 教育振興事業

中事業 特別非常勤講師配置事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 学

業

校教育課 西谷　宣昭 435-1196

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

児童生徒の社会に対する興味・関心

チ

や将来の進路に対する意欲を高め 各校からの要望をもとに、小・中・義務教育学校の教育現場に特色ある幅広い多様な教育を行うことので

ることを目的とする。 きる外部講師を派遣する事業

事
業
内
容

令和02年度 令和03年

ェ

度 令和04年度 令和05年度 令和06年度

専門知識を有する外部講師を 各校の希望をもとに、特色あ 各校の希望をもとに、特色あ 各校の希望をもとに、特色あ 各校の希望をもとに、特色あ

学校に招き、

事

ITや英会話の実 る幅

ッ

務

広い多様な教育を行え

事

る る幅広い多様な教育

業

を行える る幅広い多様

N

な教育を行える る幅広

o

い多様な教育を行える

事

践等を行う。また日本

業

語指導 外部講師を派遣

名

する。また日 外部講師

[

を派遣する。 外部講師

事

を派遣する。 外部講師

ク

業

を派遣する。

が必要な

基

子どもたちへ、外国 本

本

語指導が必要な子ども

情

たち

人留学生による教

報

育相談を実 へ、外国人

]

留学生による教育

施す

4

る。 相談を実施。

35 特

シ

別

２　事業

非

コスト

事業費等（千円

常

）
令和02年度 令和0

勤

3年度 令和04年度 令

講

和05年度 令和06年

師

度

当初予算 決算 当初予

配

算 決算 当初予算 決算 当

置

初予算 決算 計画 決算

事

事

業費 730 658 63

業

0 594 630 630

ー

事

630 0 630 0

伸び

業

率（％） 52.1% 3

区

8.2% △13.7%

分

△9.7% 0% 6.1

(

% 0% △100% 0%

1

0%

人件費
正規職員 7

)

,803 7,724 9

事

,619 9,619 9

業

,424 9,424 9

経

,424 0 9,424



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

平成２８年度に予算削減のため事業内容を縮小し、平成３１年度も予算削減となったため、講師謝金の単価を下げたが、依

然学校からの要望は多く、これ以上予

４

算を削減することにな

　

ると、事業そのものの

事

運営が困難になる。

平

業

成３１年度の外部ヒア

の

リングでも、他の中核

評

市と比較して予算が少

価

ないことが指摘されて

評

おり、事業の充実と予

価

算の確保

担当課評価の

基

根拠
の必要性を指摘さ

準

れた。

平成３１年度も

[

予算削減となったが、

妥

講師謝金の単価を下げ

当

ることで配置時間の確

性

保を行った。今後も学

]

校現場からの要望

を汲

事

み取り、幅広い分野に

業

おいて専門的知識を有

の

する講師の配置を充実

ニ

させる。

見直し・改善

ー

内容

ズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当


